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●津軽石太陽光発電所
発電能力1,607kW
パネル6,300枚

●田老太陽光発電所
発電能力2,367kW
パネル9,282枚



 

 

（内訳）
施設数区分

低圧高圧

8874162 公共施設

291746 民間施設

11791208合計



※６月まで

2024
（令和６）※

2023
（令和５）

2022
（令和４）

2021
（令和３）

2020
（令和２）

1,937,2543,627,2192,441,1951,357,5811,334,081地産電力調達量
（kWh）

4,705,46813,079,15713,910,89715,058,49016,927,426地産以外の電力
（kWh）

6,642,72216,706,37616,352,09216,416,07118,261,507総電力調達量
（kWh）

29.221.714.98.37.3地産電源比率
（％）



目指す姿



「宮古市」：広域合併したまちの脱炭素地域づくり

中心市街地（106ha） 田老地区（146ha）

新設中型風力発電（田代地区）
オフサイト：500kW

新設)夜間連系太陽光発電（蓄電池）：3,000kW
（蓄電設備による夜間接続 ノンファーム接続）

＜対象地域外＞
・公共施設太陽光発電＋蓄電池
・市有地活用：小規模分散型太陽光発電
・市有地活用：中型風力発電
・温浴施設CHP

【中心市街地拠点施設
（市役所）】
・太陽光発電＋蓄電池
・公用車EV等導入
・充電設備

【戸建住宅】
・太陽光発電＋蓄電池、V2H、自家用車
EV等、省エネ化
・無料省エネ診断、ｽﾏｰﾄﾒｰﾀｰ体験ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ、
地域ﾎﾟｲﾝﾄ（意識向上、行動変容）

宮古新電力

○社会的・地理的特性
・人口:48,554人 ・面積:1,259㎢
・旧川井村、旧新里村、旧田老町、

旧宮古市の広域合併により形成
・2011年 東日本大震災の津波で被災
・約9割が森林、約1割の平地に人口が集中
・早池峰国定公園、三陸復興国立公園
○CO2排出量の実績
・2013年度47万7千トン

→2018年度40万9千トン

○地域課題
① 系統制約下における再エネ電源の確保
② 「宮古市版シュタットベルケ」による地域課題の

解決
③ 広域合併を経た自治体の地域拠点や地域特性

を活かした脱炭素型のまちづくり
④ 地域内経済循環に向けた企業育成・事業参画
⑤ 非常時の安定電源の確保など耐災害性の向上
⑥ 運輸部門における脱炭素化の推進
⑦ 再エネ導入に関する市民の意識向上・行動変容

による脱炭素化の促進

○対象とする地域の位置・範囲
【①中心市街地】:都市型
・宮古駅、宮古市役所等の行政機能、
電力・通信等の主要民間施設、
商業施設が集中する拠点集約エリア

・未利用地が少ない

【②田老地区】:漁村型
・旧田老町の中心地
・震災後再整備されたエリア
・“防災集団移転元地”など再エネ導入適地多い

○対象とする需要家
戸建住宅 2,440戸 （①1,953戸 ②487戸）
民間施設 69施設 （①56施設 ②13施設）
公共施設 36施設 （①17施設 ②19施設）

①

②

①

岩手県

宮古市

２-１．脱炭素先行地域の概要（対象とする地域の位置・範囲、需要家数、民生部門の電力需要量等）

１．はじめに（宮古市の社会的・地理的特性等）

需要量
20,985,610 kWh/年

＝
再エネ導入量

20,572,645 kWh/年
＋

省エネ導入量
412,965 kWh/年

: 脱炭素先行地域
: エネルギーを軸とした連携・補完関係（今後構築）

旧4市町村の各地区が自立し、相互連携・補完により市全域を統合管理する

2030年度目標
-50%

■既存の地域新電力を介して、先行して中心市街地と田老地区で相互連携・補完の体制を作る。
■新里地区、川井地区でも構築。市全域を結び「地区の相互補完」を強化する構想。

相対契約

相対契約

新設)小規模分散型太陽光発電：6,000kW相対契約

電力供給
電力供給

【民間施設（事業所）】
・太陽光発電＋蓄電池
・業務用車EV等

【公共施設】
・太陽光発電＋蓄電池

既設)太陽光発電

～宮古市版シュタットベルケから始まる

地域内経済の好循環の拡大を目指して～

【民間施設（事業所）】
・太陽光発電＋蓄電池
・業務用車EV等

②

【公共施設】
・太陽光発電＋蓄電池

【戸建住宅】
・太陽光発電＋蓄電池、V2H、自家用車
EV等、省エネ化
・無料省エネ診断、ｽﾏｰﾄﾒｰﾀｰ体験ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ、
地域ﾎﾟｲﾝﾄ（意識向上、行動変容）

どちらも
東日本大震災
被災地区



本州最東端

スマコミ
田老太陽光発電所

スマコミ
津軽石
太陽光発電所
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○ 実施スケジュール○ 民生部門の電力消費に伴うCO₂排出の実質ゼロの
主な取組

１．地域新電力を活用したエネルギーの地産地消推進事業
・夜間連系太陽光発電（3,000kW）、小規模分散型太陽光発電
（6,000kW）、国産中型風力発電（500kW）の導入

・宮古新電力株式会社を介した対象地域内需要家への供給
・宮古新電力株式会社による戸建住宅への電力供給メニュー提供

２．地域のレジリエンス強化に向けた再エネ、蓄電池導入事業
・戸建住宅や事業所への太陽光発電（家310戸／業25戸、2,600kW）、蓄
電池（家310戸／業25戸、3,350kWh）導入を支援

・公共施設に太陽光発電等再エネ（９施設、766.6kW）、蓄電池（８施設、
156kWh）導入

・公共施設（温浴施設）への木質バイオマス熱電併給設備（CHP）導入検討

３．省エネ推進事業
・戸建住宅の省エネ化（80戸）を支援
・中心市街地拠点施設（市役所本庁舎）等の省エネ化

○ 民生部門電力以外の温室効果ガス排出量削減等の
主な取組

４．電気自動車（EV）等導入、充電設備等導入事業
・公用車EV等（16台）導入
・カーポート型太陽光発電と一体の充電設備（３か所）の導入
・自家用車、業務用車EV等（家160台／業40台）導入、V2H等導入を支援
（家40か所／業８か所）

５．行動変容につながる効果促進事業
・無料省エネ診断（80戸）の実施による省エネ化の動機付け
・スマートメーター体験プログラム（100戸）を通じた見える化、データ分析
・講演会・ワークショップ開催などによる市民への普及啓発
・アンケート調査による市民の意識変容、行動変容把握
・地域ポイント付与（延べ350人）による行動変容
・再エネ事業相談窓口一本化に向けたプラットフォームの構築

１．地域新電力を活用したエネルギーの地産地消推進事業
・夜間連系太陽光発電 （野立て＋蓄電池） 【目標】R7：3,000kW

・小規模分散型太陽光発電 【目標】R8：6,000kW

（対象地域外）・国産中型風力発電事業 【目標】R：500kW（50kW×10基）

・宮古新電力再エネメニュー提供 【目標】R6：提供開始

設計・建設工事 稼働→宮古新電力と相対契約 ※地元企業によるO&M

候補地精査、設計・建設工事 稼働→宮古新電力と相対契約 ※地元企業によるO&M

調達、建設工事 稼働→宮古新電力と相対契約 ※地元企業によるO&M

ﾏｲｸﾛｸﾞﾘｯﾄﾞ構築検討 ﾏｲｸﾛｸﾞﾘｯﾄﾞ構築に係る設備導入・一部稼働

検討 メニュー提供

２．地域のレジリエンス強化に向けた再エネ、蓄電池導入事業
・住宅用太陽光発電、蓄電池導入 【目標】R9：家310戸／業25戸、2,600kW、3,350kWh

・公共施設太陽光発電等再エネ、蓄電池導入 【目標】R9：9施設、766.6kW、156kWh

再生可能エネルギー導入促進事業（住宅用太陽光・蓄電池導入経費の補助※既存／PPA等導入経費の補助※拡充）

新電力太陽光蓄電池プラン補助

太陽光発電、マイクロ風力発電、蓄電池設計・工事

３．省エネ推進事業
・戸建住宅省エネ化 【目標】R9：80戸（20戸/年）

・公共施設ZEB化 【目標】R9：2施設

省エネ住宅リフォーム等推進事業（高効率機器更新等）

省エネ診断（ZEB化調査）
市役所本庁舎、津波資料展示施設ZEB化設計・工事

４．電気自動車（EV）等導入、充電設備等導入事業
・公用車EV等導入 【目標】R9：24台 ・充電設備整備 【目標】R8：3か所

・自家用車、業務用車EV等導入 【目標】R8：家160台（40台/年）、業40台（10台/年）
・外部給電器、V2H充放電設備導入 【目標】R8：家40か所（10か所/年）、業20か所（5か所/年）

EV等導入、V2H等導入促進事業（購入経費のかさ上げ補助）

4台 6台 7台 7台 4台 4台 4台

設計・工事

グリスロ
調査

グリーンスローモビリティ構築検討 グリーンスローモビリティ一部稼働

水素製造工場、FCV導入検討

５．行動変容につながる効果促進事業

説明会・ｱﾝｹｰﾄ ｱﾝｹｰﾄ ｱﾝｹｰﾄ ｱﾝｹｰﾄ ｱﾝｹｰﾄ

講演会、ワークショップ等開催（年1回）、パンフレット作成（更新）・配布

無料省エネ診断 【目標】R8:80戸（20戸/年）

スマートメーター体験プログラム 【目標】R9:100戸 ※実数

地域ﾎﾟｲﾝﾄ
構築検討

ﾎﾟｲﾝﾄ
50人

ﾎﾟｲﾝﾄ
100人

ﾎﾟｲﾝﾄ
200人

ﾎﾟｲﾝﾄ
250人

構築検討 プラットフォーム構築 → 稼働、運用

※家:戸建住宅／業:民間施設（事業所）

2-２．脱炭素先行地域における取組（具体的な内容及び実施スケジュール）

CHP導入検討



★省エネ設備更新促進補助金
○省エネ効果のある機器（空調、換気、照明、給湯）更新の補助

★住宅無料省エネ診断
○建築士が自宅を訪問し、省エネ化や住環境向上をアドバイス
○訪問後「省エネ診断書」を作成

★電気自動車等導入促進補助金
○自家用や営業用の新車導入の補助
○充放電設備（V2H）設置や外部給電器（V2L）導入の補助

★宮古新電力再エネ電力供給促進事業費補助金①
○宮古新電力の再エネ電気を契約した住宅や事業所への太陽光発電・

蓄電池・EMS導入の補助

★再エネ電力供給促進事業費補助金②
○再エネ電気を契約した住宅や事業所への太陽光発電・蓄電池導入の補助

★住宅用ＰＰＡ太陽光発電・蓄電池導入事業費補助金③
○再エネ電気を契約したＰＰＡによる住宅等への太陽光・蓄電池導入の

補助

★再生可能エネルギー設備導入促進補助金④
○住宅や事業所への太陽光発電・蓄電池導入の補助 PPA追加

New!

★夜間連系太陽光発電
○蓄電池を併設し、夜間に系統接続する

発電所の工事

太陽光3,000kW

蓄電池8,000kWh

★夜間連系太陽光発電事業への
資本参加
○田老発電合同会社への資本参加

★公共施設PPA再エネ等導入
○5施設

★普及啓発（講演会、HEMS体験、
イベント）

★脱炭素推進センター稼働

先行※全域

先行

重点

先行

市

市

先行 市

先行 重点

先行 重点

先行 重点

市New!

New!

New!

重点



市既存（再エネ基金）※FIT可交付金活用（R6～R9（４年間限定））※FIT不可

④ 再生可能エネルギー設備導入
促進補助金重点対策＋市既存かさ上げ先行地域

② 再エネ電力供給促進事業費補助金① 宮古新電力再エネ電力供給促進
事業費補助金

自己
所有

市全域 45件
※かさ上げ分含む

・対象先行エリア外 30件・対象先行エリア内 75件・対象

再エネ電気契約・補助条件宮古新電力
再エネ電気契約

・補助条件

４万円/kW
（上限25万円）

太陽光・補助単価７万円/kW＋④太陽光・補助単価2/3太陽光・補助単価

３万円/kWh
（上限20万円）

蓄電池1/3＋④
※蓄電池単体不可

蓄電池3/4蓄電池※蓄電池＋
EMSのみ可

3/4EMS
事後申請・申請方法事前申請・申請方法事前申請・申請方法

③ 住宅用ＰＰＡ太陽光発電
・蓄電池導入事業費補助金※国の指示により、

重点対策のみ実施

ＰＰＡ
（第三者

所有）

市全域 ５件・対象先行エリア外 ５件・対象
再エネ電気契約・補助条件

４万円/kW
（上限25万円）

太陽光・補助単価７万円/kW＋④太陽光・補助単価

1/3＋④
※蓄電池単体不可

蓄電池

事後申請・申請方法事前申請・申請方法



震災直後の田老地区 令和４年９月29日撮影の田老地区

スマコミ事業で整備した
田老発電所

震災後に整備された
高台団地

（三王団地）

再整備された防潮堤
（かさ上げ、線形変更）

夜間連系
太陽光発電所

候補地

小規模分散型
太陽光発電所

候補地



内容項目

田老発電合同会社
●出資者:２者
（宮古市、日本国土開発株式会社）

事業主体

宮古市田老字向山13番１
ほか31筆事業地

33,832㎡地積

令和７年12月から30年間
（事業計画上）事業期間

:2,969 kWモジュール出力

設備容量 :1,980 kWPCS出力

:7,987 kWh蓄電池容量

宮古新電力株式会社売電先

14.9億円総事業費



2026年2025年2024年
項目

3211211…21121110９

1.電力手続き

2.工事

3.補助金申請

4.匿名組合出資

5.市民ファンド

東北電力NW技術検討 系統連系工事

土木工事 電気工事 12/1～商業運転開始

契約

契約

精算

10/29起工式

契約募集説明会



R7.1.21 日本国土開発様撮影



 

 

 

 

土地賃貸

宮古市・個人ほか

売電先

宮古新電力

田老発電合同会社
（R5.10.13設立）
（特別目的会社）

交付金

電気工事

個人

整地工事

匿名組合出資

経費ほか
合同会社出資

交付金

環境省

補助金

宮古市

個人

金融機関
市民ファンド

匿名組合出資

宮古市
日本国土開発㈱











宮古市ホームページでも公開中!⇒



相談ブース

EV展示・試乗

講演会

省エネ家電展示

令和５年７月30日（日） 開催日

道の駅たろうイベント広場 場所

450人 来場者

地域脱炭素説明会
省エネ・創エネ相談/市支援制度紹介
親子向け省エネ・創エネ体験
電気自動車等の試乗・展示
グリーンスローモビリティ試乗
創エネ・蓄エネ展示
脱炭素クイズラリー

 内容

令和５年10月29日（日） 開催日

道の駅みやこ（シートピアなあど） 場所

800人 来場者

地域脱炭素講演会
省エネ・創エネ相談/市支援制度紹介
親子向け省エネ・創エネ体験
マルクト
省エネ家電展示
グリーンスローモビリティ試乗
電気自動車等の試乗・展示
地産地消お弁当の販売
創エネ・蓄エネ展示
脱炭素クイズラリー

 内容



令和６年10月12日（土） 開催日

市民交流センター 場所

800人 来場者

脱炭素スクール
省エネ・創エネ相談
エコバックづくり体験
ソーラーカーづくり体験
手回し発電等体験
風車づくり体験
展示ブース
電気自動車等の試乗・展示

 内容
脱炭素スクール

省エネ・創エネ相談

ソーラーカーづくり 手回し発電体験 風車づくり体験 EV等の試乗・展示



R5.7.12 事業者説明会

R5.8.1号 広報みやこ R6.4.15号 広報みやこ



R6.2.7-9 事業者説明会



全戸配布チラシ R6.11.1号 広報みやこ



産業まつりへの出展（協議会普及啓発との連携）



体重:約３７万３千トン

●宮古市大気中の二酸化炭素から、
ある日突然生まれた。

●難しいことはわからないけど、
「脱炭素」「2050」というワードに
ときめきを覚える。

●ときどき、SNSでつぶやいている。
●意外と目立ちたがりなデカボンを

よろしくね!

住んでいる場所:みんなのそばに
口癖:デ?、～だカボ、～だボン
性格:目立ちたがり



≪会員≫
東北大学大学院・中田教授、アジア航測、
建設業協会宮古支部、建築士会宮古支部、
電業協会宮古支部、水道工事業協同組合、
ヴェインズ、ＮＴＴアノードエナジー、
東北銀行、東北電力、
東北電力ソーラーｅチャージ、
日本国土開発、ＮＴＴ東日本、
復建調査設計、宮古市

内容ワーキンググループ名No.
小規模分散型太陽光発電事業の検討小規模分散型太陽光2
中型風力発電事業の検討中型風力3
住宅の省エネ化支援の検討住宅用省エネ7
普及啓発事業の検討効果促進8
グリーンスローモビリティの検討モビリティ9
中間支援組織の在り方の検討中間支援組織10



脱炭素地域づくり協議会
東北大学（教授 中田俊彦）、アジア航測、
岩手県建設業協会宮古支部、岩手県建築士会宮古支部、
岩手県電業協会宮古支部、宮古市水道工事業協同組合、
ヴェインズ、NTTアノードエナジー、東北銀行、東北電力、
東北電力ソーラーｅチャージ、日本国土開発、ＮＴＴ東日本、
復建調査設計、宮古市

協 力 企 業
東北電力NW

ゼファー

宮古発電合同会社
（既設）

日本国土開発、
復建調査設計、
アジア航測、

宮古市

金 融 機 関
岩手銀行

北日本銀行
宮古信用金庫

宮古新電力株式会社
（既設）

NTTアノードエナジー
宮古市

地域事業体（新設）

● 田老発電合同会社（R5.10.13設立）

○ 中型風力発電事業:１社
○ O&M事業:１社

協力機関

宮古市東北大学

共同実施
申請者

☞ 中⾧期的に地元企業が主体となっていく基盤づくり

連携

行 政 機 関
岩手県

総会（全体会議）

WG WG WG WG WG WG

【役員】
会 ⾧:中田教授
副会⾧:日本国土開発

宮古市⾧
監 事:東北銀行

復建調査設計

【事務局】
アジア航測

宮古市




